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業務の適正を確保するための体制

連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

連 結 注 記 表

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

個 別 注 記 表
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業務の適正を確保するための体制

業務の適正を確保するための体制

　当社が業務の適正を確保するための体制として取締役会にて決議した事項は次のとおりでありま

す。

　なお、本決議事項は、経営環境の変化等に対応して、定期的かつ継続的に見直しを実施するものと

しております。

〔内部統制システムに関する基本方針〕

　当社は、「常に時代の風を読み、変化する社会の要請に即応しながら、一歩先のテーマに取り組

み、企業価値の向上と、経営の安定に努め、ひいては豊かな社会の実現に貢献する」との経営理念を

掲げ、総合物流企業として、継続的な成長の実現と、社会的責任の履践を目指している。

　この目的を達成するため、当社では次のとおり内部統制システムに関する基本方針を定め、体制・

制度の構築と運用、および定期の見直しと改善を行う。

①取締役および従業員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

　当社は、企業活動の基礎として法令順守を第一に掲げ、遵法精神の確立と実践を目的として当社グ

ループ全体に適用される「上組グループ企業行動憲章」を制定している。

　当該規範に基づき、当社グループにおける内部統制体制の確立・推進のため「コンプライアンス・

リスク管理委員会」を設置し、「コンプライアンス規程」をはじめ社内規程の策定と、「企業倫理ヘ

ルプライン」と称する内部通報制度の整備・運用を行う。

　また、業務モニタリングのため、独立組織として社長直属の内部監査部を設置し、当社グループの

監査を行う。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　取締役の職務の執行に係る情報については、「文書管理規程」その他関連する規程に従い、文書等

に記録し適切に保存管理を行う。また、保存管理する情報を、常時、取締役および監査役が閲覧でき

る体制を整える。

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　事業運営上の様々なリスク管理については、「リスク管理規程」等に従い、当該分野の所管部署が

対応を行うほか、コンプライアンス・リスク管理委員会が当社グループ全体にわたる横断的な管理を

行う。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社グループは、将来の事業環境を踏まえた中期経営計画を策定し、その目標達成に向けた具体的

計画を立案・実行する。

　また、定例の取締役会を原則として月に１回開催し、取締役の職務の執行状況の監督等を行うとと

もに、職務執行の有効性・効率性の確保のため当社および当社グループに係る重要事項については、

当社の取締役会で決定することとする。

　加えて、執行役員制度を導入し、経営の意思決定・監督と、業務執行を分離することで経営の効率

化を図る。

⑤会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　「関連子会社管理規程」を制定し、当社グループにおける経営上の重要事項や営業成績について、

定期的な報告を義務付ける。

　また、当社グループにおけるコンプライアンス、リスク管理体制、その他内部統制に必要な組織な

らびに体制の整備については、当社のコンプライアンス・リスク管理委員会および各事業所に置くロ

ーカル委員会が行うとともに、当該運営に係る重要な方針等の決定を行い、当社の内部監査部による

モニタリングを通じてその実施状況を監視する。

⑥監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員に関する事項

　社内より適任者を任命し、監査補助者として、監査役の業務をサポートできる体制を整え、監査の

効率化と監査機能の充実を図る。
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⑦前号の従業員の取締役からの独立性および当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　前号に定める監査補助者は、監査役より監査業務に必要な命令を受けた場合は、その命令に関して

取締役、従業員から一切不当な制約を受けないこととし、また、監査補助者は、その職務の遂行に当

たっては監査役の指示に従うものとする。

⑧取締役および従業員が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する体制

　当社グループの取締役および従業員は、監査役に対して、下記事項に関する報告を遅滞なく行う。

・当社グループに影響を及ぼす重要事項に関する決定

・当社およびグループの業績状況

・当社グループのコンプライアンス違反行為に関する事項

・企業倫理ヘルプラインにおける通報内容および当該通報に対する調査結果に関する事項

・経営会議等の重要な会議等で審議、報告された案件

・内部監査部が実施した内部監査の結果

・当社グループに著しく損害を及ぼすおそれのある事項

⑨前号により監査役に報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを

確保するための体制

　当社は、前号による報告を行った者に対し、報告したことを理由とする不利な取扱いを禁止し、内

部通報者についても、内部通報を行ったことを理由としていかなる不利な取扱いも行わないことを規

定する。

⑩監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは債務の処理に係る方針に関する事項

　当社は監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に基づく費用の前払い等の

請求をしたときは、担当部署において審議のうえ、当該請求に係る費用または債務が当該監査役の職

務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理する。

⑪その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役が、取締役会等の重要な会議に出席し、職務の執行等に関する報告を受けるとともに、意

見・情報交換などを行い、また、内部監査部および会計監査人と事業年度ごとの監査計画の策定およ

び実施等について、定期的な打合せや意見・情報交換を行うことができる体制を構築する。

　また、監査役が必要に応じて、重要な議事録、決裁書類等を閲覧できる体制を整備する。
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〔業務の適正を確保するための体制の運用状況〕

①コンプライアンス体制に関する運用状況

　内部統制体制の確立・推進を担うコンプライアンス・リスク管理委員会よりローカル委員会に対

し、社内ポータルサイトでの情報共有やニュースレターの発行を通じて社内規程や関連法令に関する

コンプライアンスの全社的な浸透を図るとともに、ローカル委員会より定期的に自己点検報告を受

け、結果に応じたコンプライアンス強化策を逐次実行しております。

　また、法令違反・不正行為等の早期発見およびそれらの未然防止を目的とした内部通報制度として

「企業倫理ヘルプライン規程」を制定し、運用しております。

②リスク管理体制に関する運用状況

　当社グループでは、日常の職務遂行から生じる多様なリスクを可能な限り未然に防止するため、

「リスク管理規程」を制定しておりますが、同規程に則り、コンプライアンス・リスク管理委員会を

定期的に開催（当事業年度は13回開催）し、当社グループにおけるリスクの把握とその対応策の立

案・実施を図ってまいりました。

③職務執行の適正および効率性の確保に関する取組みの状況

　取締役会は社外取締役３名を含む取締役８名で構成され、社外監査役３名を含む監査役４名も出席

のうえ、当事業年度においては16回開催し、各議案について活発な意見交換がなされており、意思決

定および監督の実効性が確保されているものと考えております。

　なお、当社は執行役員制度を導入し、全執行役員が出席する執行役員会を当事業年度においては12

回開催しており、業務執行について機動的な意思決定を図っております。

④当社グループにおける業務の適正の確保に関する運用状況

　当社グループにおける経営上の重要事項については、「関連子会社管理規程」に基づき、当社の取

締役会その他の社内会議において審議を行い、または報告を受けております。また、当社内部監査部

が監査計画に基づき主要子会社に対する監査を実施しており、当社グループにおける業務の適正を確

保しております。

⑤監査役監査の実効性の確保に関する取組みの状況

　当社監査役は取締役会その他重要な会議へ出席するとともに、代表取締役との定期的な面談を行っ

ており、経営に関する意見交換の機会を確保しております。また、内部監査部より内部監査結果につ

いて報告を受けるなど、社内関連部署より重要な報告および資料の提供を受けており、グループ会社

についても都度、報告ならびに資料の徴取を行っております。会計監査人からは、監査結果について

定期的に報告を受け、かつ監査の状況について都度、会計監査人より聴取を行っており、これらを通

じ監査役監査の実効性を確保しております。
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連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書 （2025年４月１日から2026年３月31日まで）

（単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 31,642 26,854 317,009 △15,528 359,976

当期変動額

剰余金の配当 △17,205 △17,205

親会社株主に帰属する
当期純利益

31,262 31,262

連結子会社株式の追加
取得による持分の増減

47 47

非連結子会社との合併
に伴う変動

144 144

自己株式の取得 △13,000 △13,000

自己株式の処分 12 60 73

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － 59 14,201 △12,939 1,321

当期末残高 31,642 26,913 331,210 △28,468 361,297

その他の包括利益累計額

非 支 配
株 主 持 分

純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退 職 給 付
に 係 る
調整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当期首残高 18,450 1,654 2,807 22,912 1,629 384,518

当期変動額

剰余金の配当 △17,205

親会社株主に帰属する
当期純利益

31,262

連結子会社株式の追加
取得による持分の増減

47

非連結子会社との合併
に伴う変動

144

自己株式の取得 △13,000

自己株式の処分 73

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

9,853 125 1,334 11,313 707 12,020

当期変動額合計 9,853 125 1,334 11,313 707 13,341

当期末残高 28,303 1,780 4,141 34,225 2,336 397,859

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

（１）連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　16社

・主要な連結子会社の名称　上組陸運㈱　上組海運㈱　上組航空サービス㈱　泉産業㈱

㈱カミックス　大分港運㈱　岩川醸造㈱　エムビー・サービス日本㈱

日本ポート産業㈱　上組（香港）有限公司

上組国際貨運代理（上海）有限公司

KAMIGUMI GLOBAL SOLUTIONS MALAYSIA SDN. BHD.

SAURASHTRA FREIGHT PVT.LTD.

②　非連結子会社の状況

・主要な非連結子会社の名称　　　　　　　　上津運輸㈱

・連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、営業収益、当期純損益（持分に見合

う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼ

していないためであります。

（２）持分法の適用に関する事項

①　持分法を適用した非連結子会社および関連会社の状況

・持分法を適用した非連結子会社の数　　　　１社

・持分法を適用した非連結子会社の名称　　　上津運輸㈱

・持分法を適用した関連会社の数　　　　　　５社

・持分法を適用した関連会社の名称　　　　　EASTERN SEA LAEM CHABANG TERMINAL CO.,LTD.

上海上組物流有限公司

豊通上組物流（常熟）有限公司

ＫＬＫＧホールディングス㈱

ＫＬＫＧロジスティックスホールディングス㈱

ＫＬＫＧホールディングス㈱の子会社４社に対する投資について持分法を適用して認識した損

益が連結計算書類に与える影響が大きいため、当該４社の損益をＫＬＫＧホールディングス㈱

の損益に含めて計算しており、持分法適用関連会社数はＫＬＫＧホールディングスグループ全

体を１社として表示しております。

ＫＬＫＧロジスティックスホールディングス㈱の子会社13社に対する投資について持分法を適

用して認識した損益が連結計算書類に与える影響が大きいため、当該13社の損益をＫＬＫＧロ

ジスティックスホールディングス㈱の損益に含めて計算しており、持分法適用関連会社数はＫ

ＬＫＧロジスティックスホールディングスグループ全体を１社として表示しております。

②　持分法を適用しない非連結子会社および関連会社の状況

持分法を適用しない非連結子会社（KAMIGUMI SINGAPORE PTE. LTD.他）および関連会社（㈱神

戸港国際流通センター他）は、当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合

う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

（３）連結子会社の事業年度等に関する事項

エムビー・サービス日本㈱を除く国内連結子会社、SAURASHTRA FREIGHT PVT.LTD.およびその

子会社３社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

連結子会社のうち、エムビー・サービス日本㈱、上組（香港）有限公司、上組国際貨運代理

（上海）有限公司、KAMIGUMI GLOBAL SOLUTIONS MALAYSIA SDN. BHD.の決算日は、12月31日で

あります。

連結計算書類の作成にあたっては、同決算日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生

じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
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(ｲ) 有形固定資産………………

（リース資産を除く）

当社は、建物（建物附属設備を除く）は定額法、建物以外につい

ては不動産賃貸事業用資産は定額法、それ以外は主として定率法

によっております。国内連結子会社は、建物（建物附属設備を除

く）は主として定額法、建物以外は定率法によっております。

ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備および構築

物については定額法によっております。

在外連結子会社は、定額法によっております。

(ﾛ) 無形固定資産………………

（のれん、リース資産

を除く）

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

ソフトウェア（自社利用分）５年

顧客関連資産　14年以内

（４）会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準および評価方法

(ｲ) 有価証券

満期保有目的の債券……償却原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

　……………………時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主とし

て移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

　……………………移動平均法による原価法

(ﾛ) 棚卸資産

商品・製品・原材料……主として先入先出法および総平均法

仕掛品……………………総平均法による原価法

貯蔵品……………………主として最終仕入原価法

なお、貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定して

おります。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

(ﾊ) のれん………………………のれんの償却については、効果の及ぶ期間を合理的に見積り、当

該期間にわたり均等償却しております。

(ﾆ) リース資産…………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産につい

ては、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に

よっております。

③　重要な引当金の計上基準

(ｲ) 貸倒引当金…………………一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

(ﾛ) 賞与引当金…………………連結子会社は従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基

づき計上しております。

(ﾊ) 役員退職慰労引当金………国内連結子会社は役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計上しております。

(ﾆ) 船舶特別修繕引当金………船舶安全法の規定による定期検査を受けるための修繕費支出に備

えるため、将来の定期検査費用見積額に基づき計上しておりま

す。

(ﾎ) 関係会社事業損失引当金…関係会社に係る損失に備えるため、関係会社の財政状態ならびに

将来の回復見込み等を勘案し、必要額を見積計上しております。
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④　収益および費用の計上基準

主要な事業における主な履行義務の内容および収益を認識する通常の時点は以下のとおりであ

ります。

(ｲ) 港湾運送事業、貨物自動車運送事業、倉庫工場荷役請負業、国際運送取扱事業

当社グループの主な事業内容は、港湾荷役、コンテナターミナル運営、上屋保管等を行う港

湾運送事業、貨物自動車運送および貨物自動車運送の委託、取次ぎを行う貨物自動車運送事

業、工場・倉庫などの構内での運搬・輸送を行う倉庫工場荷役請負業、ならびに国際複合一

貫輸送などの国際輸送業および海外における輸送であり、主に顧客との請負契約に基づき当

該業務を行う義務を負っております。

当該業務については、原則として各種の役務の提供により履行義務が充足されることから、

当該履行義務を充足した時点で収益を認識しておりますが、国際海上運送等一定の期間にわ

たり充足される履行義務については、期間がごく短い運送業務を除き、履行義務の充足に係

る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識することとしており

ます。履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は、見積総運送日数に対する経過日数の

割合(アウトプット法)によって算出しております。なお、履行義務の充足に係る進捗率の合

理的な見積りができない運送業務で当該履行義務を充足する際に発生する費用を回収するこ

とが見込まれるものについては、原価回収基準を適用しております。

(ﾛ) 倉庫業

当社グループの主な事業内容は、貨物の保管および保管貨物の入出庫作業であり、顧客との

寄託契約に基づき当該業務を行う義務を負っております。

貨物の保管業務については、一定の期間にわたり履行義務が充足されることから、期間の経

過に伴い収益を認識しております。また、保管貨物の入出庫業務については、個々の役務の

提供により履行義務が充足されることから、当該履行義務を充足した時点で収益を認識して

おります。

(ﾊ) 重量建設機工事業

当社グループの主な事業内容は、重量貨物・大型貨物の輸送、工場・倉庫などの設計・施工

から解体撤去、各種産業設備・機器の製作据付や運搬に伴う据付工事を主な事業内容として

おり、顧客との請負契約に基づき当該業務を行う義務を負っております。

請負工事契約に関して、一定の期間にわたり充足される履行義務は、期間がごく短い工事を

除き、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわた

り認識し、一時点で充足される履行義務は、工事完了時に収益を認識することとしておりま

す。履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は、見積総原価に対する発生原価の割合

(インプット法)で算出しております。なお、履行義務の充足に係る進捗率の合理的な見積り

ができない工事で当該履行義務を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれるも

のについては、原価回収基準を適用しております。

当社グループが代理人として役務の提供に関与している場合には、純額で収益を認識しており

ます。また、収益は顧客との契約において約束された対価から、顧客に支払われる対価を控除し

た金額で測定しております。

なお、履行義務に対する対価は、履行義務充足後、別途定める支払条件により概ね１年以内に

受領しており、重大な金融要素は含んでおりません。

⑤　その他連結計算書類作成のための重要な事項

(ｲ) 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお、在外連結子会社の資産および負債は、連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、収益および費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は

純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。
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当連結会計年度

関係会社株式　（注1） 11,767

関係会社出資金　（注2） 174

その他関係会社有価証券　（注1） 76

関係会社事業損失引当金戻入額 28

関係会社株式評価損 863

（２）有形固定資産の減価償却累計額 326,073百万円

神戸メガコンテナターミナル㈱ 563百万円

その他 446百万円

合　　　計 1,010百万円

(ﾛ) 退職給付に係る会計処理の方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる

方法については、給付算定式基準によっております。

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理しております。

２．会計上の見積りに関する注記

非連結・持分法非適用の関係会社株式および関係会社出資金の評価

（１）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
（単位：百万円）

（注1）投資その他の資産の「投資有価証券」に含めて表示しております。

（注2）投資その他の資産の「その他」に含めて表示しております。

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社グループの保有する非連結・持分法非適用の関係会社株式、関係会社出資金およびその他

関係会社有価証券は市場価格のない株式、出資金および有価証券であり、純資産持分額による実

質価額が取得価額に比して著しく低下した場合は、回復可能性の判定を行い減損の要否を決定し

ております。なお、投資先の超過収益力や経営権を考慮して取得した株式等については、投資先

の将来キャッシュ・フローの割引現在価値を実質価額とし、当該実質価額が取得価額に比して著

しく低下した場合は、減損処理を行うこととしております。

また、債務超過の関係会社について減損処理が必要と判断した場合は、株式等の減損処理を行

うとともに、債務超過額のうち損失負担が見込まれる額を関係会社事業損失引当金として計上す

ることとしております。

このため、翌連結会計年度の関係会社の財政状態および経営成績が悪化した場合や、予算等の

見積りの前提が変化した場合には、関係会社株式、関係会社出資金およびその他関係会社有価証

券に対し追加の損失計上が必要となる可能性や、関係会社事業損失引当金の追加引当または取崩

しが必要となる可能性があります。

３．連結貸借対照表等に関する注記

（１）顧客との契約から生じた債権、契約資産および契約負債の残高

顧客との契約から生じた債権、契約資産および契約負債の残高は、「７．収益認識に関する注

記」の「（３）当連結会計年度および翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報」の

「①契約残高」に記載のとおりであります。

（３）保証債務

下記会社の金融機関等からの借入金に対し、債務保証を行っております。
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株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 106,576千株 －千株 －千株 106,576千株

・配当金の総額 8,102百万円

・１株当たり配当額 80円

・基準日 2025年３月31日

・効力発生日 2025年６月30日

・配当金の総額 9,103百万円

・１株当たり配当額 90円

・基準日 2025年９月30日

・効力発生日 2025年12月４日

・配当金の総額 11,352百万円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当額 115円

・基準日 2026年３月31日

・効力発生日 2026年６月29日

４．連結損益計算書に関する注記

顧客との契約から生じる収益

営業収益については顧客との契約から生じる収益およびそれ以外の収益を区分して記載してお

りません。顧客との契約から生じる収益の金額は、「７．収益認識に関する注記」の「（１）顧

客との契約から生じる収益を分解した情報」に記載のとおりであります。

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

（１）発行済株式の総数に関する事項

（２）剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額

(ｲ) 2025年６月27日開催の第86回定時株主総会決議による配当に関する事項

(ﾛ) 2025年11月13日開催の取締役会決議による配当に関する事項

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

2026年６月26日開催の第87回定時株主総会において次のとおり付議いたします。

６．金融商品に関する注記

（１）金融商品の状況に関する事項

当社グループは、一時的な余資は主に安全性の高い金融資産で運用しております。

営業債権である受取手形、営業未収入金及び契約資産、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒

されております。また、投資有価証券は主として株式及び投資事業有限責任組合への出資であり、

上場株式については定期的に時価の把握を行っております。

デリバティブ取引は、必要な範囲内で為替予約取引を行っております。
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連結貸借対照表計上額 時　　　　　価 差 額

① 投 資 有 価 証 券 51,257 50,899 △357

② 長 期 借 入 金 50,422 49,540 △882

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 49,657 － － 49,657

（２）金融商品の時価等に関する事項

2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとお

りであります。なお、市場価格のない株式等のうち、非上場株式（連結貸借対照表計上額67,730百

万円）は①投資有価証券には含めておらず、連結貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合そ

の他これに準ずる事業体への出資（投資事業有限責任組合、連結貸借対照表計上額10,100百万円）

については時価算定会計基準適用指針第24－16項の取扱いを適用し、記載を省略しています。ま

た、現金は注記を省略しており、預金、受取手形、営業未収入金及び契約資産、電子記録債権、有

価証券、支払手形及び営業未払金、短期借入金、1年以内返済予定の長期借入金については短期間

で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから注記を省略しております。
（単位：百万円）

（３）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性および重要性に応じて、以下の３

つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される

当該時価の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格により算定した時

価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時

価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット

がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類して

おります。

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産および金融負債
（単位：百万円）
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

満期保有目的の債券

社債 － 949 － 949

その他有価証券

社債 － 293 － 293

長期借入金 － 49,540 － 49,540

報告セグメント

物流事業 その他事業 計

港湾運送 139,151 － 139,151

倉庫 41,162 － 41,162

国内運送 35,330 － 35,330

工場荷役請負 29,162 － 29,162

国際運送 14,315 － 14,315

重量・建設 － 13,027 13,027

その他 1,726 16,092 17,819

顧客との契約から生じる収益 260,849 29,120 289,969

その他の収益 － 4,788 4,788

外部顧客への売上高 260,849 33,908 294,758

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産および金融負債
（単位：百万円）

（注）時価の算定に用いた評価技法およびインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されてい

るため、その時価をレベル１の時価に分類しております。社債は取引金融機関等から提示

された価格を用いて評価しておりますが、活発な市場における相場価格とは認められない

ため、その時価をレベル２の時価に分類しております。

長期借入金

長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間および信用リスクを加味

した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しておりま

す。

７．収益認識に関する注記

（１）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

主要な財またはサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。
（単位：百万円）

（２）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記　（４）会計方針に関する

事項　④収益および費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 48,429

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 48,022

契約資産（期首残高） 1,016

契約資産（期末残高） 1,405

契約負債（期首残高） 144

契約負債（期末残高） 138

（１）１株当たり純資産額 4,006円48銭

（２）１株当たり当期純利益 311円26銭

取得の対価 現金 19,943百万円
取得原価 19,943

アドバイザリーに対する報酬・手数料等 438百万円

（３）当連結会計年度および翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

①　契約残高

顧客との契約から生じた債権、契約資産および契約負債の残高は、以下のとおりであります。
（単位：百万円）

連結貸借対照表において、顧客との契約から生じた債権および契約資産は「受取手形、営業

未収入金及び契約資産」および「電子記録債権」に含まれており、契約負債は流動負債の「そ

の他」に含まれております。また、期首時点の契約負債のうち143百万円は当連結会計年度の

収益として計上されております。

②　残存履行義務に配分した取引価格

当社グループにおいては、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な取引がないため、

実務上の便法を適用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。また、顧客との

契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

８．１株当たり情報に関する注記

９．企業結合等に関する注記

取得による企業結合
１．企業結合の概要
（1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称    SAURASHTRA FREIGHT PVT.LTD.
事業の内容          ターミナル事業（コンテナフレートステーションでコンテナ貨物の

取扱い・保管業務）、NVOCC事業（フォワーディング業務）
（2）企業結合を行った主な理由

SAURASHTRA FREIGHT PVT.LTD.はインド・ムンドラ港でコンテナフレートステーション
を活用したコンテナ貨物の取扱・保管事業及びNVOCC事業を展開しており、トップクラス
の実績を誇っています。昨今のインド市場は様々な産業で世界中から注目されており、今
後もさらに発展は続くものと予想されています。当社グループもまた同国の旺盛な物流需
要を見込み、国際複合一貫輸送や近隣諸国の現地法人との連携によるビジネスチャンス創
出を目指しており、今回の株式取得によって、当社の海外事業の競争力強化を図るととも
に、中期経営計画2030の目標達成にも大きく寄与するものと考えております。

（3）企業結合日（みなし取得日）
2025年10月１日

（4）企業結合の法的形式
現金を対価とした株式の取得

（5）結合後企業の名称
変更はありません。

（6）取得した議決権比率
87.75％

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

２．財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間
2025年10月１日から2026年３月31日まで

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

４．主要な取得関連費用の内容及び金額
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流動資産 2,619百万円
固定資産 3,134百万円
資産合計 5,754百万円
流動負債 1,227百万円
固定負債 730百万円
負債合計 1,957百万円

ターミナル事業 5,600百万円
NVOCC事業 1,992百万円

ターミナル事業 14年
NVOCC事業 13年

取得の対価 現金 499百万円
取得原価 499

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
（1）発生したのれんの金額

11,357百万円
（2）発生原因

主として今後の事業展開により期待される将来の超過収益力であります。
（3）償却方法及び償却期間

14年間にわたる均等償却
．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

６．のれん以外の無形固定資産に配分された金額及びその主要な種類別の内訳並びに全体及び主
要な種類別の償却期間

（1）主要な種類別の金額
顧客関連資産

（2）主要な種類別の償却期間
顧客関連資産

７．のれん以外の無形固定資産に配分された金額及びその主要な種類別の内訳並びに全体及び主
要な種類別の償却期間

当連結会計年度における概算額の算定が困難であるため、記載しておりません。

共通支配下の取引等

１．取引の概要
（1）結合当事者企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称    日本ポート産業株式会社
事業の内容          冷凍冷蔵倉庫業及び付帯事業、貨物利用運送事業

（2）企業結合日（みなし取得日）
2026年１月１日

（3）企業結合の法的形式
非支配株主から現金を対価とした株式の取得

（4）結合後企業の名称
変更はありません。

（5）その他の概要に関する事項
追加取得した株式の議決権比率は30％であり、当該取引により日本ポート産業株式会社を

当社の完全子会社といたしました。当該追加取得は完全子会社化することによる経営意思決
定の迅速化や当社グループ内での連携強化の為に行ったものであります。

２．実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号2019年1月16日)および「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号2019年1月16日)

に基づき、共通支配下の取引等のうち、非支配株主との取引として会計処理しております。

３．子会社株式の追加取得に関する事項
被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

４．非支配株主との取引に係る当社の持分変動に関する事項

(1) 資本剰余金の主な変動要因

子会社株式の追加取得

(2) 非支配株主との取引によって増加した資本剰余金の金額

47百万円
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共通支配下の取引等

１．取引の概要
（1）結合当事者企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称    ＭＣＫＧポートホールディング株式会社
事業の内容          有価証券・出資持分の保有・売買・運用および管理業務

（2）企業結合日
2026年１月１日

（3）企業結合の法的形式
当社を吸収合併存続会社、ＭＣＫＧポートホールディング株式会社を吸収合併消滅会社と

する吸収合併方式
（4）結合後企業の名称

変更はありません。
（5）その他取引の概要に関する事項

経営の効率化を図ることを目的として、吸収合併いたしました。

２．実施した会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号2019年1月16日)および「企業結合会計基準
及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号2019年1月16日)に基
づき、共通支配下の取引として処理しております。
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書 （2025年４月１日から2026年３月31日まで）

（単位：百万円）

株主資本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準 備 金

そ の 他
資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金
合 計

利 益
準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

退 職 給 与
積 立 金

配 当 準 備
積 立 金

固 定 資 産 圧 縮
積 立 金

当期首残高 31,642 26,854 － 26,854 5,978 800 1,138 2,553

当期変動額

固定資産圧縮
積立金の積立

361

固定資産圧縮
積立金の取崩

△224

剰余金の配当

当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分 12 12

株主資本以外
の項目の当期
変動額（純額）

当期変動額合計 － － 12 12 － － － 136

当期末残高 31,642 26,854 12 26,866 5,978 800 1,138 2,690

株主資本 評価・換算差額等

純 資 産
合 計

利 益 剰 余 金

自 己 株 式
株 主 資 本
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金
利 益 剰 余 金
合 計別 途 積 立 金

繰 越 利 益
剰 余 金

そ の 他
利 益 剰 余 金
合 計

当期首残高 276,000 24,133 304,624 310,602 △15,528 353,570 16,234 16,234 369,804

当期変動額

固定資産圧縮
積立金の積立

△361 － － － －

固定資産圧縮
積立金の取崩

224 － － － －

剰余金の配当 △17,205 △17,205 △17,205 △17,205 △17,205

当期純利益 29,684 29,684 29,684 29,684 29,684

自己株式の取得 △13,000 △13,000 △13,000

自己株式の処分 60 73 73

株主資本以外
の項目の当期
変動額（純額）

8,074 8,074 8,074

当期変動額合計 － 12,342 12,479 12,479 △12,939 △448 8,074 8,074 7,626

当期末残高 276,000 36,476 317,104 323,082 △28,468 353,122 24,308 24,308 377,431

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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(ﾛ) 子 会 社 株 式 お よ び

関 連 会 社 株 式
……移動平均法による原価法

(ｲ) 有形固定資産………………

（リース資産を除く）

建物（建物附属設備は除く）は定額法、建物以外については不動

産賃貸事業用資産は定額法、それ以外は主として定率法によって

おります。

ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備および構築

物については定額法によっております。

(ﾛ) 無形固定資産………………

（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）資産の評価基準および評価方法

①　有価証券の評価基準および評価方法

(ｲ) 満期保有目的の債券………償却原価法

(ﾊ) その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

　……………………時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

市場価格のない株式等

　……………………移動平均法による原価法

②　棚卸資産の評価基準および評価方法

貯蔵品………………………最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

（２）固定資産の減価償却の方法

(ﾊ) リース資産…………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産につい

ては、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に

よっております。

（３）引当金の計上基準

(ｲ) 貸倒引当金…………………一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

(ﾛ) 退職給付引当金……………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付

債務の見込額に基づき計上しております。

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により、費用処

理しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による定額法により、翌事業年度から費

用処理することとしております。

(ﾊ) 関係会社事業損失引当金…関係会社に係る損失に備えるため、関係会社の財政状態ならびに

将来の回復見込み等を勘案し、必要額を見積計上しております。
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（４）収益および費用の計上基準

主要な事業における主な履行義務の内容および収益を認識する通常の時点は以下のとおりであり

ます。

①　港湾運送事業、貨物自動車運送事業、倉庫工場荷役請負業、国際運送取扱事業

当社の主な事業内容は、港湾荷役、コンテナターミナル運営、上屋保管等を行う港湾運送事

業、貨物自動車運送および貨物自動車運送の委託、取次ぎを行う貨物自動車運送事業、工場・倉

庫などの構内での運搬・輸送を行う倉庫工場荷役請負業、ならびに国際複合一貫輸送などの国際

輸送業および海外における輸送であり、主に顧客との請負契約に基づき当該業務を行う義務を負

っております。

当該業務については、原則として各種の役務の提供により履行義務が充足されることから、当

該履行義務を充足した時点で収益を認識しておりますが、国際海上運送等一定の期間にわたり充

足される履行義務については、期間がごく短い運送業務を除き、履行義務の充足に係る進捗度を

見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識することとしております。履行義務

の充足に係る進捗度の見積りの方法は、見積総運送日数に対する経過日数の割合(アウトプット

法)によって算出しております。なお、履行義務の充足に係る進捗率の合理的な見積りができな

い運送業務で当該履行義務を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれるものについ

ては、原価回収基準を適用しております。

②　倉庫業

当社の主な事業内容は、貨物の保管および保管貨物の入出庫作業であり、顧客との寄託契約に

基づき当該業務を行う義務を負っております。

貨物の保管業務については、一定の期間にわたり履行義務が充足されることから、期間の経過

に伴い収益を認識しております。また、保管貨物の入出庫業務については、個々の役務の提供に

より履行義務が充足されることから、当該履行義務を充足した時点で収益を認識しております。

③　重量建設機工事業

当社の主な事業内容は、重量貨物・大型貨物の輸送、工場・倉庫などの設計・施工から解体撤

去、各種産業設備・機器の製作据付や運搬に伴う据付工事を主な事業内容としており、顧客との

請負契約に基づき当該業務を行う義務を負っております。

請負工事契約に関して、一定の期間にわたり充足される履行義務は、期間がごく短い工事を除

き、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識

し、一時点で充足される履行義務は、工事完了時に収益を認識することとしております。履行義

務の充足に係る進捗度の見積りの方法は、見積総原価に対する発生原価の割合(インプット法)で

算出しております。なお、履行義務の充足に係る進捗率の合理的な見積りができない工事で当該

履行義務を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれるものについては、原価回収基

準を適用しております。

当社が代理人として役務の提供に関与している場合には、純額で収益を認識しております。ま

た、収益は顧客との契約において約束された対価から、顧客に支払われる対価を控除した金額で測

定しております。

なお、履行義務に対する対価は、履行義務充足後、別途定める支払条件により概ね１年以内に受

領しており、重大な金融要素は含んでおりません。

（５）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類におけ

る会計処理の方法と異なっております。
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当事業年度

関係会社株式 90,888

関係会社出資金 1,028

その他関係会社有価証券 76

関係会社事業損失引当金戻入額 28

関係会社株式評価損 863

（１）有形固定資産の減価償却累計額 314,757百万円

神戸メガコンテナターミナル㈱ 563百万円

その他 446百万円

合　　　計 1,010百万円

①　短期金銭債権 1,755百万円

②　長期金銭債権 9,072百万円

③　短期金銭債務 4,175百万円

①　営業収益 5,573百万円

②　営業原価、販売費及び一般管理費 27,702百万円

③　営業取引以外の取引高 2,412百万円

２．会計上の見積りに関する注記

関係会社株式および関係会社出資金の評価

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額
（単位：百万円）

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社の保有する関係会社株式、関係会社出資金およびその他関係会社有価証券は市場価格のない

株式、出資金および有価証券であり、純資産持分額による実質価額が取得価額に比して著しく低下

した場合は、回復可能性の判定を行い減損の要否を決定しております。なお、投資先の超過収益力

や経営権を考慮して取得した株式等については、投資先の将来キャッシュ・フローの割引現在価値

を実質価額とし、当該実質価額が取得価額に比して著しく低下した場合は、減損処理を行うことと

しております。

また、債務超過の関係会社について減損処理が必要と判断した場合は、株式等の減損処理を行う

とともに、債務超過額のうち損失負担が見込まれる額を関係会社事業損失引当金として計上するこ

ととしております。

このため、翌事業年度の関係会社の財政状態および経営成績が悪化した場合や、予算等の見積り

の前提が変化した場合には、関係会社株式、関係会社出資金およびその他関係会社有価証券に対し

追加の損失計上が必要となる可能性や、関係会社事業損失引当金の追加引当または取崩しが必要と

なる可能性があります。

３．貸借対照表等に関する注記

（２）保証債務

下記会社の金融機関等からの借入金に対し、債務保証を行っております。

（３）関係会社に対する金銭債権・債務

４．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

－ 18 －
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個別注記表

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 5,299千株 2,577千株 20千株 7,855千株

繰延税金資産

退職給付引当金 6,202百万円

未払賞与 855百万円

投資有価証券評価損 440百万円

未払事業税 428百万円

貸倒引当金 115百万円

ゴルフ会員権評価損 52百万円

関係会社株式評価損 734百万円

その他 510百万円

繰延税金資産小計 9,340百万円

評価性引当額 △1,310百万円

繰延税金資産合計 8,030百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △11,129百万円

固定資産圧縮積立金 △1,235百万円

その他 △26百万円

繰延税金負債合計 △12,391百万円

繰延税金負債の純額 △4,360百万円

法定実効税率 30.58％

（調整）

住民税均等割 0.27％

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.11％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.70％

税額控除等 △0.63％

評価性引当額の増減 0.75％

税率変更による期末繰延税金資産の増額修正 △0.10％

その他 △0.41％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 28.85％

５．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

（注１）普通株式の自己株式の株式数の増加2,577千株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加2,576

千株、譲渡制限付株式報酬制度の権利失効による無償取得0千株、単元未満株式の買取りによる増加0千株

であります。

（注２）普通株式の自己株式の株式数の減少20千株は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分20千株であ

ります。

６．税効果会計に関する注記

（１）繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（２）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当

該差異の原因となった主要な項目別内訳

－ 19 －
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個別注記表

種 類
会 社 等 の
名 称
又 は 氏 名

議決権等の所
有(被所有)割
合 ( ％ )

関連当事者と
の 関 係

取引の内容
取 引 金 額
（百万円）

科 目
期 末 残 高
（百万円）

子 会 社
日 本 ポ ー ト
産 業 ㈱

(所有)
直接

100.0

倉庫荷役作業
の請負
資金の援助
役員の兼任

資金の返済 455

短 期
貸 付 金

455

長 期
貸 付 金

9,072

利息の受取 78 － －

（１）１株当たり純資産額 3,823円21銭

（２）１株当たり当期純利益 295円55銭

７．関連当事者との取引に関する注記

子会社および関連会社等

取引条件ないし取引条件の決定方針等

資金の貸付については、市中金利を基準にした利率による貸付であります。

８．収益認識に関する注記

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報については、「１．重要な会計方

針に係る事項に関する注記　（４）収益および費用の計上基準」に記載のとおりであります。

９．企業結合等に関する注記

企業結合等に関する注記については、連結計算書類の連結注記表「９．企業結合等に関する注記」

に同一の内容を記載しているため、記載を省略しています。

10．１株当たり情報に関する注記

－ 20 －


